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　　　　　90年代 の 中国外交 に お け る 日中関係

「パ ー
トナ

ー シ ッ プ」構築 の 合意 にい た る対 日政 策 を中心 に

海 老 原 　 毅 儲 山 商船高等専門 学校）

1． は じめ に

　日中国交樹立か ら30年が経過 した 。 こ の 聞、日

中関係 にお い ては多岐 にわた る協力 の みな らず摩

擦も経験 して きたが、30年前 に比 べ て 両国間 の 人

的 ・物 的な交流 は大 きく拡大 し、双方に とっ て い

っ そ う重要な 二 国間関係 とな っ て い る 。 90年代の

日中関係に お い て は特筆すべ き出来事が 2 度見ら

れた 。 1992年10月の 天皇訪中と1998年11月の江沢

民訪日 で ある 。 い ずれ も国家元首に よ る初 の 公式

訪問で 、特に後者で は首脳会談後に 「日中共同宣

言」が 発表され 、 「平和 と発展 の た め の 友好協力

パ ー
トナ

ーシ ッ プ」 の 構築に 関する合 意が な され

て い る 。 本報告は こ れ らの 出来 事に注 目し、90年

代の 口中関係に 対 して 中国外交の 角度か ら分析 を

試み る 。

2．問題設定 と分析方法

　本報 告では次 の 問題 を設定す る 。 「パ
ー

トナ ー

シ ッ プ」 の 構 築につ い て 合意す る に い た っ た 凵中

関係は、中国 の外交政策に お い て どの よ うに位置

づ け られ て い る の か。

　本報 告で は 3 つ の作業を行なう。  中国外交部

（日 本外務省に 相当）が前年 の 外交活動 を整理、

編集 した外交 青書、『中国外交』（1987年以 降毎年

出版、95年以 前の 名称は 「中国外交概覧』）を用

い 、各年度版 の 「国際情勢」、「中国外交」、「日中

関係」 に該当する部分の 記述を読み 込み、キ
ー

ワ

ー
ドや 認識 の 変遷を分析する 。   各種 の 先行研究

や 中国 の 新聞 な ど に 掲載 され た 論文 を参照 しつ

つ 、90年代 にお ける中国外 交 の 特徴 とそ の 展開、

90年代における中国 の 対 日政策 の 特徴 と日中関係

の 動 態を析 出す る 。   設定 された問題 に対 して 適

切 な回答を導 き出す。

3 ．『中国外交』 （『中国外交概覧』） に見 られ

　　る中国の認識

　国際情勢に つ い て は 、   緩和の 趨勢とそ の 動揺 、

  多極化趨勢、  経済要素の 役割、が頻繁 に取 り

ヒげ られて い る 。   では、多極化 の 趨勢が発展す

る 中 で 1994年頃 か ら大 国間関係 に変化 が表れ始

め、96年には大 国間関係 の 調整が行 なわれ て い る

との 認識が示 された 。 また、国際情勢 の 中で の 日

本 につ い て は、80年代後 半 に 日本 の 経済的優勢が

国際政治構造 に 影響 を与 え る と指摘 され、1990年

に なると統
一

ドイ ツ ・米国 ・口本 の 二 国が鼎立す

る国際経済構図が取 り上げられた。それ以後、日

本 の 「政治大国化」に も言及が なされ て い る 。

　中国外交に つ い て は、  独立 白主 の 平和外交 の

一
貫 した堅持 、   対外経済貿易の 順調な進展、 

平和 と発展 とい う2 つ の 主題 に 対 す る 貢献、  覇

権主義、強権政治へ の 批判 と国際政治経済新秩序

の 構築、  多国間外交 の 重視、  祖 国統
一

問題 が

ほ ぼ 毎年取 り上 げ られ て い る。注 目す べ き は 、

1992年お よ び 1998年の 中 国外交 の 成果 を特 に 強調

して い る こ と で あ る。

　 日中関係 に つ い て は、経済協 力を中心 と して 関

係が 発展 して い る とい う認識 の 下 、時期 を追 っ て

次 の ような認識が示 され て い る。80年代後半に は

毎年大 きな問題 （例 えば1986年の 教科書問題 ） の
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発生が指摘 されたが、1990年か ら94年に か けて 関

係改善が強調 され、日中関係の 発展が肯定的に と

らえ ら れ た 。 だが 、1995年に なる と問題点の 指摘

に重点が移 り、 翌96年に は歴史発 言や尖閣諸島で

の 出来事に対する 中国政府の 厳 しい 態度が示 され

た 。 1997年 に な っ て 改善へ の 進展 が見 られ、98年

11月 の 「日中共 同宣 言」 によ り日中関係 は新 たな

発展段 階 に 入 っ たとい う認識が示 された 。

4 ．90年代 にお ける中国外交の特徴 とその展

　　開

　 「改革 ・
開放」政策の 開始後 、 1982年 9月に 中

国が 「独 立 自主」外交 を採用 した こ とが公 けにな

っ た 。 「中国 の 対外政 策 の 目標 は世 界平和 を勝 ち

取る こ とで あ り、こ の 前提 の もとで
一

心 に 現代化

建設を行ない 、自国 を発展 させ る 」 とい う郡小 平

の 言葉か ら窺え るよ うに 、経済力を中心 と した

「総合 国力」 を向 Lさせ る た め 、中国に と っ て

「平和な国際環境」を創出する こ とが 「独立 自主」

外交の 目標 で ある と解釈で きる 。 こ の 外交路線は

90年代に お い て も引 き続 き維持 され て い る 。

　詳細 に 見れ ば、90年代に 人 る と中国は厳 しい 国

際環境に 直面して お り、それ に い か に対応すべ き

か と い う現実的な課題が生 じた 。 それ は 、  1989

年 6月 の 天安 門事件以後の 西側 諸国 に よる経済制

裁 、  1991年12月 の ソ連崩壊 に よ る冷戦体制 の 崩

壊 、  冷戦後 の 新 たな国際秩序 へ の 転換 、で あ る。

こ れ らに対応する た め 、中国 は まず周辺諸国 との

関係改善に 重点 を置い て 国際 的孤 立 か ら脱却 し、

1992年以 降 は高度経済成長 と市場経済化を軸 と し

た 経済面 の 強調 に よ り 「中国脅威論」の 同避iに努

めた 。 1996年 に い た り、ロ シ ア か ら 「大国」 と の

関係 を 「パ
ー

トナ
ー

シ ッ プ 」 で 定義 し始 め 、冷戦

後 の 対外 関係 の 再構築 を明確 に して い る 。

5 ．90 年代 に お ける 中国の 対 日政策 の特徴 と

　　日中関係の動態

中国は 日本に 対 して 3 つ の 異な る面を見出 し、
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状況や 争点に 応 じ て使い 分けて い る と い う特徴が

指摘で きる 。   「経済大国」 として の 日本 。 日中

関係に お い て第一に 強調 され る こ の 面 で は、経済

協力 （円借款 、 貿易 、 投資等） の さらなる推進 を

望 む 。   「政治大 国化」す る日本 。 こ の 面 で は懸

念 を明確 に し、さ らに 「軍事大国化」へ の発展に

は警戒 感を示す 。   近隣国家 として の 日本 。 東ア

ジア の 国家 と して 、日本 をASEAN と韓 国を加え、

東 ア ジア 諸 国の み の 枠組み の 中へ 取 り込 む意欲 を

示す。

　90年代の 日中関係は か なり大きな変動を経験 し

た 。 中国首相や外相に よ る総括か ら、 1990年か ら

93年にかけ て と1997年か ら98年にかけ て の 2 つ の

時期 に 日中関係 は良好な状態にあ り、そ の 狭 間の

時期 には関係が悪化 した とい う認識が窺 える 。 2

つ の 良好 な関係 の 時期 に は、それぞ れ天皇訪中、

江沢民 訪 日が行 なわれ て お り、国家元首 に よ る訪

問の 成果が誇示 され る 形 とな っ て い る 。 実際に、

前者の 年に は 日本の対中投資が増加 し、後者 の 年

に は 「パ ートナ
ーシ ッ プ」 の 合意とともに環境協

力等へ の 日中関係 の 広 が りが 確認さ れ た 。 H 中関

係が悪化した時期 に は、双方か らの 非難iや 反発が

見 られ る 。 中国側か らは台湾高官訪日、首相 の 靖

国神社参拝、尖閣諸島に お ける 日本の 政治団体 の

行動、日米安保 「ガ イ ドラ イ ン 」の 見直し等に 対

して 強 い 反発が 出 され、日本側か らは中国 の 核実

験、台湾海峡 に お け る 中国軍 ミ サイ ル 演 習な どに

対す る 反発が表れ た。

　 1996年夏 を頂点 に 悪化 した関係は、97年秋 の 首

相相互訪問で 改善 が明確 とな っ たが、90年代後半

に お け る 日 中関係の 調整 の 遅れ が しば しば指摘 さ

れ る 。 こ れ は 中国 の 米中関係重視や 日本経済停滞

な ど の 影響を 示唆する だ け で な く、主 に 「歴史問

題」 に 関す る摩擦が 頻発 し た 状況 が 、中国 に よ る

対 日政 策調整に 対 する制約を生 ん だ もの と考ら れ

る 。
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6．結論

　1998年 11月 に 「日中共同宣言」が公表 され、21

世紀の 日中関係 の 方向性が示 された と中国側 は評

価 して い る 。 そ の 半面、日中関係 に は 「妨害 と障

害が存在」 し、「正確 に 歴 史 を取 り扱 い 、台湾問

題 を適切 に 処 理す る こ とが 口中関係の 長期的発展

の 前提で あ り、保障で あ る」との 見解を中国は公

表して い る 。「パ ートナーシ ッ プ」構築の 合意は 、

日中関係が 中国外交に お い て 「大国」間関係 と し

て明確に 認知さ れ た こ とを示し た が 、 「平和 と 発

展」 と い う、中国が独 自の 時代観 を提 示する際 に

常用す る修飾語が つ け られた点か ら、H 中関係 を

中国主導の 特殊 な二 国間関係に した い との 対日政

策上 の 意図が窺え る の で はない だ ろ うか 。 したが

っ て、日本 と経済面で協力関係に ある だ けで な く、

政治 ・安全保障面で 競争関係にある こ と を意識 し

て、中国が 冷戦後の 日中関係 の あ り方に自国 の 意

向を強 く反映 させ る べ く模索 した結果が、「平和

と発展 の ため の 友好協力パ ー
トナ

ー
シ ッ プ」 だ と

位置 づ けられ て い る と見 る こ とが で きる 。

COMMENT

　海老原報告は 日中国交樹立30周年に あたる年の

本研 究大 会 に 相応 しい 時宜 に かな っ た報告で あ

る 。 報告 の 核心 は、90年代 とい う冷戦後 に おける

国際環境 の 変革期 の 中 で、日中間 に お い て は98年

の 日中平和 友好 条約 20周 年の 江 沢民訪日 に 伴う

「口中共同宣言」 （平和 と発展の ため の 友好協力 の

パ ー トナーシ ッ プ の 構築に 関する合意） を対 日外

交の 到達成果として捉え、そ れ に い た る まで の 外

交青書や 中国発行 の 新聞論調な ど に 認 め ら れ る

「キー
ワ
ー ド」や 「認識」 の 流れ に 沿っ た 内容分

析を丹念に展開して い る 。

　そ こ で 、海老原報告で は 以下 の 2 点を指摘 して

お きた い 。

　第 1 は、分析手法 の 問題 で あ る。政府広 報 に よ

る キ
ー

ワ
ー

ドや 認識 の 分析 は外交政策 の 動 向を探

る hで の 基本的検討作業 として 不可欠な もの で あ

り、こ れ を先ず高 く評価 した い 。 しか し、なおそ

れは表層的 な域 に留 まりは しな い だろ うか 。中国

政府指導部及び外交部局内で の 葛藤や 思惑な どの

や り取 りが 、必 ずそ こ で 展 開 さ れ て い た は ずで あ

若 　月 章 （県立新潟女子短期大学）

ろ う。政策決定過程で の 論争が なお 報告に具現化

さ れ て い た なら ば、本質に まで迫る一層説得的 な

報告 となっ た か に 思わ れ、そ の こ とが 惜 しまれ る 。

すなわち、「動態的な分析」 の 導入 の 必要性 で あ

る 。

　第 2 に、視点 の 問題 を挙げ た い 。 90年代 の 後半

頃 よ り日 中双方 で 共 同世論調査が実施 さ れ る よ う

に な っ た。そ の 時 々 の 調査結果か ら導 き出され る

「世論」 や 「国民感情」 の
一

端 に も配慮 さ れ る こ

と が望 ましい 。 事実、　 ・
連 の 世論動 向で の 日 中 間

の イ メ
ージ の ズ レ は今なお顕著 で あ り、同様 に 中

国国内に おけ る 政府 と国民 の 考え方に も相当の 隔

た りがあ ろ う。外交 も 「国家外交」か ら 「国民外

交」 へ と変容 しつ つ あ る趨勢は 、中国 と て そ の 例

外 で は な い 。世論 や 市民 とい っ た非政府的視 野 も

抜 きに は で きない 。

　以 上 の 2 点 が 海老原報告 に つ い て の 私見 で あ

る。ともあ れ、海老原会員 の 今後の 中国外交や 日

中関係研 究の 展 開 に 向け て の よ り
一

層 の 研究成果

を筆 者 は 今後 も大 い に 期待 した い 。

N 工工
一Eleotronio 　Library 　


